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笠岡市財政健全化プラン(素案)

令和６年 11 月策定

笠 岡 市



1

本年８月に，今後 10 年間の中期財政見通しの推計を行ったところ，今後 10 年間で年平均約 10 億円の財源不足が生じることがわかりまし

た。特に令和７年度は，現在建設中である新ごみ焼却場の建設費負担金の支払いがあり，約 13 億円の財源不足が生じる見込みです。一方で，

財源不足を補うための財政調整基金の残高は，令和６年度末で約 5.7 億円になる見込みのため，財源不足を補うことができず，令和７年度

には財政調整基金は枯渇し，赤字が発生することになってしまいます。財政調整基金が枯渇すれば，災害への迅速な対応や年度間の財源調

整ができなくなり，正常な財政運営ができなくなってしまいます。また，赤字が累積すると財政再生団体となり，国の関与のもと市のサー

ビスに様々な負担や制限が生じることになります。

そのような状況になることを回避し，将来に向けて持続可能な行財政運営を行うため，この度，笠岡市財政健全化プランを策定しました。

中期財政見通しで試算した多額の財源不足を解消させ，収支改善と財政調整基金残高の積み増しを図ることで財政構造を転換し，生み出さ

れる新たな財源により，柔軟で安定した財政基盤の確立と目指すべきビジョンの実現に向けた施策に取り組んでいきます。

令和７年度から令和 16 年度までの 10 年間を取組期間とします。

令和７年度から令和９年度の３年間を集中取組期間とし，以降着実に取組を継続していくこととします。

１ 財政健全化プラン作成の目的

２ 取組期間

【８月推計の中期財政見通しにおける重要ポイント】

〇今後 10 年間で年平均約 10 億円の財源不足が発生

〇令和７年度の財源不足の見込みは約 12.6 億円

〇財源不足を補うための財政調整基金残高の令和６年度末見込みは約 5.7 億円

〇令和７年度で財政調整基金が枯渇し，収支が赤字となる。
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第９次行政改革大綱に基づいた取組を着実に実施するとともに，「歳入の確保」「歳出の削減」「公共施設のあり方」について抜本的な見

直しを図っていきます。

（１）歳入の確保

歳入の確保は，安定した行政サービスの提供と独自のサービスの充実において非常に重要となります。

一番重要な財源である税収を確実に増やしていくために課税客体の的確な把握や収納率の向上を基本としつつ，人口減少社会の中

で安定的な税収入を確保するために企業誘致を積極的に進めていきます。そのために，土地利用計画の変更等を行い，新たな企業立地

用地を確保していきます。

長年見直しをしていない体育施設や文化施設等の使用料，窓口での証明発行手数料等について，コスト計算を行ったうえで適正な

金額に見直しを行います。

地方自治体の努力が直接収入につながるふるさと納税については，新たな返礼品の追加や PR，企業版ふるさと納税，ガバメントク

ラウドファンディングにより，寄附額増に向けて積極的かつ戦略的に取り組んでいきます。

また，行政利用用途がなくなった土地等については，積極的な売却を行い，庁舎建設や施設の長寿命化等の財源として活用すると

ともに，宅地開発や企業誘致につなげていきます。

そのほかにも，国の補助金などの活用や不要となった備品の売却などの歳入の確保策を導入していきます。

３ 健全化に向けた取組内容
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取組項目 内容，実施時期等
効果額（百万円）

R7 R8 R9

① 課税客体の的確な把握による税収の増
・償却資産など新たな課税客体の把握の推進
・老朽危険空き家等についての固定資産税の見直し

10 20 30

② 収納率の向上による税収等の増
・滞納者への積極的な働きかけ
・差押物品の売却等による回収

5 5 5

③ 企業誘致等による新たな税財源の確保
・市内用地のマッチング等による企業立地の推進
・土地利用計画の見直し等による，新たな企業立地用地の確保

ー 5 10

④ 使用料及び手数料の見直し
・体育・文化等施設，その他各種手数料の見直し

令和 7 年度 料金見直し 令和 8 年度 料金改定
ー 50 50

⑤ ふるさと納税の推進
・新たな返礼品やサービスの充実
・企業版ふるさと納税の推進
・ガバメントクラウドファンディングの推進

60 60 60

⑥ 未利用地及び施設の売却・貸付
・公共施設の統廃合や宅地確保，企業誘致，起業支援など

施策と連動した，施設廃止後の新たな価値の創出
20 30 30

⑦ 新たな財源の確保

・国の補助金等の活用
・不要となった備品等の売却
・広告料，ネーミングライツ
・公共施設駐車場の有料化

102 111 100

歳入効果額 合計 197 281 285
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（２）歳出の削減

地方自治体の財源は税収や地方交付税，地方消費税交付金などが主であり，そういった財源の中で健全な財政運営を行うこととな

っています。民間企業が行うような資金繰りのための借金は原則行うことができないため，毎年限られた財源の中で重要度や効果を

図りながら多岐にわたる事業やサービスを実施しています。

今回のプラン策定にあたっては，住民生活に直接大きな影響がある社会保障サービスや子育て支援，学校教育については配慮した

上で，補助金やイベントなどあらゆるソフト事業について棚卸を行い，必要性や妥当性を鑑みて見直しを行いました。特に各種団体

等への補助金については，その目的や効果，公平性，行政による補助の必要性などを考慮し，廃止や減額を行いました。

大規模ハード事業のうち，計画の見直しが必要な事業や現時点で今後の方針が定まっていない事業については，計画の一時凍結ま

たは整備期間を先延ばしとします。今後，事業の必要性や内容等を改めて精査し，財政状況や社会情勢を見ながら，実施を検討して

いきます。

また，令和７年度から令和９年度は西部衛生施設組合による新ごみ焼却場建設等の負担金とその市債借入が多額となるため，令和

７年度から令和９年度までは，道路等のインフラや各種施設のハード整備を 20％，維持補修を 10％削減し，令和 10 年度，令和 11 年

度では削減幅を少しずつ減らし，令和 12 年度以降は例年水準に戻して，必要なインフラ整備を今後も進めていきます。

人件費については，令和７年度において，市長，副市長，教育長の報酬を５％～10％カットします。職員については，管理職手当の

７％～15％カット，さらに期末勤勉手当の４％～10％カットを検討します。

そのほかにも庁内の事務運営経費の削減や DX，組織のスリム化により，コストパフォーマンスをあげて，経費削減を図ります。
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取組項目 内容，実施時期等
効果額（百万円）

R7 R8 R9

① 補助金，イベント等を含む
 あらゆるソフト事業の見直し

・見直し内容は別冊「ソフト事業見直し一覧」のとおり 231 246 250

② 大規模ハード事業の計画見直し
・大規模ハード事業の計画の凍結や時期の見直し等
・変更計画は別冊「主な大規模ハード事業見直し一覧」のとおり

181 191 392

③ ハード事業の抑制
・ゴミ焼却場や関連施設の建設を優先し，令和７年度からの５年間は

道路等インフラ，各種施設整備を抑制する。
令和 7～9 年度:20％削減 令和 10 年度:15％削減 令和 11 年度:10％削減

20 20 20

④ 維持補修の抑制
・ゴミ焼却場や関連施設の建設を優先し，令和７年度からの５年間は

道路等インフラ，各種修繕費用を抑制する。
令和 7～9 年度:10％削減 令和 10 年度:7.5％削減 令和 11 年度:5％削減

38 38 38

⑤ 人件費等の適正化
・組織機構の見直し
・DX 導入及び働き方改革の実施による時間外業務の縮減

60 60 60

⑥ 臨時的な人件費のカット
・特別職報酬のカット（R7：市長 10％ 副市長７％ 教育長５％）
・管理職の手当のカット（R7：７％～15％）
・期末，勤勉手当のカット（R7：４％～10％）

50 0 0

⑦ 事務的経費の削減

・印刷，コピー代の削減
・光熱水費，郵便料等の節約
・物品購入等の節減
・特別会計，企業会計への繰出金の見直し

77 77 77

歳出効果額 合計 657 632 837
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（３）公共施設のあり方見直し

少子高齢化・人口減少が進む中，公共施設の老朽化に伴う建替や修繕費用の増大が全国的な課題となっています。本市においても，

多様な行政需要に対応するため，これまで多くの公共施設を建設してきました。本市の公共建築物の約半分が築後 40 年以上を経過し

ており，今後建て替え時期が集中し，大きな財政負担が想定されています。また，現時点でも修繕や改修に要する費用の増大は深刻化

しています。本市としては，平成 28 年に公共施設等総合管理計画を策定，令和５年に改訂を行い，施設の計画的な長寿命化や総量の

縮減を進めることとしています。

施設の管理方法の見直しにより，管理コストの低減を図るとともに，今後も必要な施設については財源を確保し，計画的な長寿命化

工事を行っていきます。

また，今後は人口構成や社会ニーズの変化，地域の実情を鑑みて，必要なサービスの維持や目的の転換を図りながら，施設の統廃合

を積極的に進めて将来に大きな負担を残さないようにしていきます。

取組項目 内容，実施時期等
効果額（百万円）

R7 R8 R9

① 公共施設マネジメントの推進による

維持管理コストの縮減

・公共施設の長寿命化や大規模修繕の計画的実施
・公共施設の LED 化
・公共施設等整備引当基金の積み増しと活用
・効率的な保守管理の検討

16 16 16

② 公共施設の廃止・集約化・統合の検討
・必要性と維持管理コストを照らし合わせて廃止を検討
・目的や所管部署を超えた統廃合の検討

令和 6 年度 検討 令和 7 年度以降 順次実施
1 5 20

公共施設見直し 効果額 合計 17 21 36
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（１）取組効果額の合計

中期財政見通しで見込んだ，収支推計額に「歳入の確保」「歳出の削減」「公共施設のあり方見直し」によるそれぞれの効果額を積

み上げることで，各年度平均で約 12 億円の改善効果を出し，黒字化を達成できる見込みとなっています。目標改善額は 13 億円とし

ているため，プランを実行する中で更に健全化を進め，毎年計画をローリングしながら，改善額をあげていきます。また，社会情勢

の変化や突発的な事案により見込みと差異が生じることも想定されますが，予算編成の過程において調整することとし，概ね各年度

の収支は維持することとします。

黒字額は新規施策や凍結したハード事業の実施財源とし，財政調整基金は，決算見込み等の状況から判断し，積み増しを行うことと

します。

４ 効果額による改善について

【財政健全化プランのポイント】

〇平均約 12 億円の改善効果額を出し，年平均約２億円の黒字を達成できる見込み

〇令和７年度の多額の財源不足を補うため，行政改革推進債５億円の借入を行う。

※行政改革推進債：行政改革の取組による効果額の範囲内で借入れができる臨時的な借金

〇黒字額は新規施策や凍結したハード事業の実施に活用

〇財政調整基金は，決算見込み等の状況から判断し，積み増しを行う。

○更なる健全化に向けて，以下については来年度以降に具体化し，実施する。

・使用料，手数料の見直し

・公共施設のあり方の再検討

・市関連の地域組織や団体等の統合・見直し
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R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 計

歳
入
の
確
保

① 課税客体の的確な把握による市税の増 10 20 30 30 30 30 30 30 30 30 270

② 収納率の向上による市税等の増 5 5 5 3 3 3 3 2 2 2 33

③ 企業誘致等による新たな税財源の確保 0 5 10 20 20 20 20 20 20 20 155
④ 使用料・手数料の見直し 0 50 50 50 50 50 50 50 50 50 450

⑤ ふるさと納税の推進 60 60 60 60 60 60 60 60 60 60 600

⑥ 未利用地及び施設の売却・貸付 20 30 30 30 30 30 30 30 30 30 290

⑦ 新たな財源の確保 102 111 100 92 92 92 92 92 92 92 957

歳入効果額 計 197 281 285 285 285 285 285 284 284 284 2,755

歳
出
の
削
減

① 補助金・イベント等の見直し 231 246 250 250 250 250 250 250 250 250 2,477

② 大規模ハード事業の計画見直し 181 191 392 596 383 502 635 396 477 588 4,341
③ ハード事業の抑制 20 20 20 15 10 0 0 0 0 0 85

④ 維持補修の抑制 38 38 38 29 19 0 0 0 0 0 162

⑤ 人件費等の適正化 60 60 60 60 60 60 60 60 60 60 600

⑥ 臨時的な人件費のカット 50 0 0 0 0 0 0 0 0 0 50

⑦ 事務的経費の削減 77 77 77 77 77 77 77 77 77 77 770

歳出効果額 計 657 632 837 1,027 799 889 1,022 783 864 975 8,485

公
共
施
設

の
見
直
し

① 維持管理コストの縮減 16 16 16 16 16 18 18 18 18 18 170

② 施設の廃止・集約化・統合の検討 1 5 20 40 60 80 100 110 110 110 636

公共施設の見直し効果額 計 17 21 36 56 76 98 118 128 128 128 806

効果額 合計 871 934 1,158 1,368 1,160 1,272 1,425 1,195 1,276 1,387 12,046

[臨時措置] 行政改革推進債の発行・償還 500 △ 10 △ 10 △ 48 △ 47 △ 47 △ 46 △ 45 △ 44 △ 44 159

臨時措置を含めた効果額 1,371 924 1,148 1,320 1,113 1,225 1,379 1,150 1,232 1,343 12,205

（百万円）
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（２）収支改善グラフ

R7～R16

計R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

健全化プラン実施前収支見込み △ 12.6 △ 8.4 △ 10.7 △ 12.3 △ 9.1 △ 10.5 △ 10.6 △ 6.7 △ 7.2 △ 12.9 △ 101.0

健全化プラン効果額（臨時措置含む） 13.7 9.2 11.5 13.2 11.1 12.3 13.8 11.5 12.3 13.4 122.0

健全化プラン実施後収支見込み 1.1 0.8 0.8 0.9 2.0 1.8 3.2 4.8 5.1 0.5 21.0

（億円）

-14.0

-12.0

-10.0

-8.0

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

収支見込みの推移

プラン実施前 プラン実施後

・臨時措置(行政改革推進債の発行)  5.0億円

 ⇒効果額反映後 R7収支見込み △3.9億円 → ＋1.1億円

（億円）
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（３）財政調整基金残高

財政調整基金は，決算見込み等の状況から判断し，積み増しを行っていきます。その結果，令和 16 年度には約 16 億円になる見込

みです。財政調整基金残高の目標額は 20 億円としているため，継続した取組により引き続き残高 20 億円を目指していくこととしま

す。

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

財政調整基金残高 5.7 5.7 6.1 6.5 7.0 8.0 8.9 10.5 12.9 15.5 15.8

（億円）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
0.0 

2.0 

4.0 

6.0 

8.0 

10.0 

12.0 

14.0 

16.0 

5.7 5.7 6.1 6.5 7.0 8.0 8.9 
10.5 

12.9 
15.5 15.8 

財政調整基金残高の推移
（億円）
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豊かな自然があり，鉄道や国道などの主要路線が通る笠岡は，とても暮らしやすいまちです。社会全体の少子高齢化と大都市圏への人

口集中により，他の地方都市と同じく，人口は減少し，かつては７万人いた人口も，現在は約４万人にまでなってしまいましたが，それ

でも笠岡市は環境に合わせたまちづくりにより，新しい魅力を生み出しながら変化してきました。

この度，厳しい財政状況が明らかになりましたが，こういった厳しい状況を乗り越え，更なる笠岡市の発展のために取り組んでまいり

ます。「対話」と「調和」と「連携」で築く，笑顔が広がるまちづくりに向けた「選択と集中」を徹底することで，笠岡のイメージを変え

ながら，「暮らしを支える」「まちを整える」「子どもをまもる」という３つのビジョンを実現してまいります。

５ 各種指標の見込みについて

６ 目指すべきビジョン

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
(参考)R4 平均

県内都市 全国都市

実質公債費比率 7.8% 8.1% 7.8% 7.5% 7.3% 7.5% 8.1% 8.8% 9.0% 8.7% 8.7% 8.1% 6.0% 6.2%

将来負担比率 48.2% 65.9% 72.6% 70.6% 67.8% 63.4% 56.2% 50.5% 44.0% 37.5% 34.2% 33.5% － 8.8%

経常収支比率 97.3% 96.9% 92.5% 93.1% 90.1% 92.8% 90.6% 91.4% 89.8% 90.7% 89.6% 88.8% 89.2% 91.7%

R5 97.3%

R6 96.9%

R16 
88.8%
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経常収支比率

R5 7.8%

R9 7.3%

R13 9.0%

R16 8.1%
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実質公債費比率

R5 48.2%

R7 72.6%

R16 33.5%
20%

40%

60%

80%

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

将来負担比率
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令和８年度から笠岡市第８次総合計画がスタートとなります。令和７年度には計画の策定に着手しますので，その中でより具体的な施

策とロードマップをお示しし，着実に目指すべきビジョンを実現してまいりたいと思います。そのためにも，この厳しい財政状況を立て

直し，安定した行財政基盤を確立しなければなりません。この度の収支見通しの発表により市民の皆様には大変な御心配をおかけし，申

し訳なく思っております。

確実に財政を健全化させ，皆様が安心して幸せに暮らせるまちをつくり上げてまいりますので，御理解と御協力をお願いいたします。

○ソフト事業見直し一覧

○うち主なイベント見直し一覧

○主な大規模ハード事業見直し一覧

７ 終わりに

別冊


